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収入印紙は印紙税法第２条による。
本契約書は各葉に契印すること。


政治資金監査契約書


委嘱者○○と受嘱者○○は政治資金規正法（以下「法」という。）に定める政治資金監査業務（以下「本業務」という。）につき、以下のとおり契約するものとする。

第１条（政治資金監査の目的）
受嘱者は、委嘱者の会計責任者が法第12条第１項又は第17条第１項の規定に従い作成した報告書並びに当該報告書に係る会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込明細書について本業務を行うとともに、その結果に基づき政治資金監査報告書を作成し、委嘱者に提出する。
２　本業務は、委嘱者が管理すべき会計帳簿等の書類が保存されているかどうか、それらの書面の支出の記載が整合的かどうかを、外形的・定型的に確認する業務である。
３　本業務は、政治資金の使途の妥当性を評価するものではない。

第２条（政治資金監査業務の内容）
受嘱者は、法第19条の13第２項の規定により政治資金適正化委員会が定める政治資金監査に関する具体的な指針（以下「政治資金監査マニュアル」という。）に基づき、以下の事項について本業務を実施する。
(1) 会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込明細書が保存されていること。
(2) 会計帳簿には当該国会議員関係政治団体に係るその年における支出の状況が記載されており、かつ、当該国会議員関係政治団体の会計責任者が当該会計帳簿を備えていること。
(3) 法第12条第１項又は第17条第１項の報告書は、会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込明細書に基づいて支出の状況が表示されていること。
(4) 領収書等を徴し難かった支出の明細書等は、会計帳簿に基づいて記載されていること。
(1)又は(2)の該当する方で記載

第３条（政治資金監査の対象期間）
本業務の対象となる期間は以下のとおりである。
(1) 委嘱者の会計責任者が、法第12条第１項に基づき報告書を作成する場合
平成××年１月１日から平成××年12月31日まで
(2) 委嘱者の会計責任者が、法第17条第１項に基づき報告書を作成する場合
平成××年１月１日から委嘱者が解散し、又は政治団体でなくなった日まで

第４条（本業務の体制及び本業務を受ける体制）
(1) 委嘱者側
会計責任者　　　　　　○　○　○　○（連絡先：地位：資格等）
担当者　　　　　　　　○　○　○　○（連絡先：地位：資格等）
(2) 受嘱者側
登録政治資金監査人　　○　○　○　○（連絡先：地位：資格等）
業務従事者　　　　　　○　○　○　○（連絡先：地位：資格等）

第５条（実施の時期、日程及び場所並びに政治資金監査報告書の提出期限）
本業務の実施の時期及び日程は、受嘱者の申し出に従い、別途協議する。
２　本業務の実施場所は、政治資金監査マニュアルに基づき委嘱者の主たる事務所とする。
××県×××市×××××××××××
なお、委嘱者の事情等により、本業務の実施場所を委嘱者の主たる事務所以外とすることとなった場合は、別途協議する。
３　受嘱者は、政治資金規正法施行規則に定める様式に基づき政治資金監査報告書を作成し、委嘱者に対し以下の期限までに提出するものとする。
(1) 本契約書第３条第１号に定める場合　平成××年×月×日
(2) 本契約書第３条第２号に定める場合　委嘱者が解散し、又は政治団体でなくなった日から××日

第６条（政治資金監査報告書の利用の制限）
受嘱者が委嘱者に提出する政治資金監査報告書は、法第19条の14に従い、委嘱者の会計責任者が法第12条第１項又は第17条第１項の報告書を提出するときに併せて提出する目的に限り有効である。したがって、受嘱者の政治資金監査報告書は、他のいかなる目的にも使用してはならない。

第７条（委嘱者の責任）
委嘱者は、受嘱者が効率的かつ適切に本業務を実施できるよう受嘱者に全面的に協力する。 
２　委嘱者は、法の定めるところに従い、会計事務及び支出手続を行い、会計帳簿等を作成しなければならない。
３　委嘱者は、受嘱者に対し、本契約書第３条に定める本業務の対象期間の会計帳簿に記載された支出に係るすべての領収書その他の支出を証すべき書面を提出しなければならない。これらの書面が保存されていない支出については、これらの書面に代えて領収書等を徴し難かった支出の明細書又は領収書等亡失等一覧表を作成して提出しなければならない。
４　委嘱者は、受嘱者の本業務が円滑に行われるために、以下のとおり受嘱者に協力するものとする。
(1) 会計帳簿や領収書等を複数の事務所において管理している場合には、本契約書第５条第２項に定める本業務の実施場所に集約すること。
(2) 領収書等を支出項目別及び年月日順に整理するなど、本業務を受ける体制を整備すること。
５　委嘱者は、受嘱者からの書面又は口頭による質問に対しては遅滞なく真実を回答しなければならない。
６　受嘱者が政治資金監査マニュアルに従い実施する委嘱者の会計責任者等に対するヒアリングは、会計責任者本人が出席しなければならない。

第８条（受嘱者の責任）
受嘱者は、政治資金監査マニュアルに基づき本業務を行い、政治資金監査報告書を作成し、委嘱者へ提出する責任を有する。
２　受嘱者は、本契約書第５条第１項に定める本業務の実施の時期までに、政治資金適正化委員会が行う政治資金監査に関する研修を修了しなければならない。
３　受嘱者は、本業務を遂行する上で使用人等を使用する場合には、指揮命令系統、業務分担等を明らかにした上で、使用人等にも政治資金規正法上の秘密保持義務が課されることを周知徹底し、適切な指示及び監督を行わなければならない。

第９条（秘密保持義務）
受嘱者は、法の規定により、正当な理由がなく、本業務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。使用人その他の従業者又はこれらの者であった者についても同様であることとする。

第10条（報酬の額及び支払の時期）
本業務に係る報酬の額は、○○○円	（別途消費税）とする。
２　支払の期限は、前項に定める額の２分の１について本契約締結後１か月以内、残りの額について政治資金監査報告書の提出後１か月以内とし、支払の方法は、受嘱者が指定する預金口座に送金する方法によることとする。
３　本業務に係る業務量が本契約に際して見積もった業務量を超えた場合には、受嘱者は第１項の報酬の額の増額を申し出ることができるものとし、この場合には双方誠意をもって協議するものとする。ただし、業務量の増加の原因が、もっぱら受嘱者の側にあるときはその限りでない。

第11条（経費の負担）
受嘱者が本業務を実施するために必要な交通費、宿泊費等の経費は委嘱者の負担とする。

第12条（契約の解除）
次の各号に該当する場合、受嘱者は委嘱者に対し、何らの催告をすることなく本契約を直ちに解除することができる。この場合において、委嘱者は、本業務着手前においては既に支払った報酬の返還を要求せず、本業務着手後においては本契約書第10条第１項の報酬の全額を受嘱者に支払うものとする。
(1) 委嘱者の責めに基づき本業務の実施が不可能になった場合
(2) 委嘱者の会計責任者又は担当者が受嘱者の業務遂行に誠実に対応しない場合など、信頼関係が著しく損なわれた場合
２　受嘱者の責めに基づき本業務の実施が不可能になったときは、委嘱者は本契約を解除することができる。この場合において、受嘱者は、既に受領した報酬を委嘱者に返還するものとする。
３　委嘱者及び受嘱者の責めに帰すことができない事由等により本契約の履行が不可能となったときは、本契約は終了するものとし、報酬の取扱いについては双方協議の上決定又は解決するものとする。

第13条（損害の賠償）
受嘱者の故意である場合を除き、本契約に関連して発生した、受嘱者の委嘱者に対する賠償責任の限度額は、本契約書第10条の報酬の額に限定されるものとする。

第14条（合意管轄）
本契約に関する訴訟については、委嘱者の主たる事務所を管轄する裁判所において取り扱うものとする。

第15条（その他）
本契約に定めのない事項又はその解釈に疑義が生じた事項については、双方誠意をもって協議して解決するものとする。


本契約締結の証として本契約書２通を作成し当事者各１通を保有する。

平成××年×月×日
	東京都○○区○○町××番××号
	委嘱者	国会議員関係政治団体　　○　○　○　○
	代 表 者　　　　　　　　○　○　○　○　　　


	東京都○○区○○町××番××号
	受嘱者	登録政治資金監査人　　○　○　○　○　　　
	登録番号　　第○○○○号

